
【県内初】水稲栽培における中干し延長での J-クレジットの登録 

食の“稼ぐ力”ビジネスの創発支援プログラム「Hiroshima FOOD BATON」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広島県では、令和 4年度から、農水産事業者と多様な業種の企業が連携し、新たな「食」の

ビジネスを創発して農水産事業者の「稼ぐ力」を高めることを目的とした「Hiroshima 

FOOD BATON」（食のイノベーション推進事業）を進めています。 

令和５年度の採択プロジェクト「Fair-Farm Credit」は、水稲栽培における中干し期間の延

長で J-クレジット創出に挑戦しており、この度、第 61回 J-クレジット制度認証委員会におい

てプロジェクトが承認・登録されました。水稲栽培における中干し期間の延長での J-クレジット

の承認・登録は、広島県内では初めてとなります。これまでの取組から見えてきた、食のイノベ

ーションの成果や可能性について取材いただきたく、ご案内いたします。  

 

  

資 料 提 供 

令和６年９月 30日 
課  名 販売・連携推進課 
担  当 諫山 
内  線 3581 
直通電話 082-513-3582 

・ 温室効果ガス削減に寄与する水稲の中干し延長でクレジットを 

創出・販売するプロジェクト。 

・ 生産者主体で一次産業の脱炭素化の推進モデル創出に挑戦。 

・ 本多氏は、安芸高田市で水稲を中心とした農業法人を経営。農業経

営体として、持続可能な農業の取組と新たな価値の創出のため、令

和５年４月に株式会社 Rev0を創業。 

 

Fair-Farm Credit の概要 

代表者：本多 正樹（ほんだ まさき） 
    株式会社 Rev0 （レボ） 代表取締役 

Ｊ－クレジット制度とは、省エネルギー設備の導入等による CO2等の排出削減量や、適切な

森林管理による CO2等の吸収量を「クレジット」として国が認証する制度です。このクレジット

を企業や個人が購入することで、自らの CO2等の排出量をオフセット（相殺）することができ

ます。 

中干しは、水稲栽培におけるプロセスの一つであり、水稲の生育期間中に、出穂前に一度水田

の水を抜いて田面を乾かすことで、過剰な分げつ（根元付近からの枝分かれ）を防止し、成長を

制御する作業です。この作業を７日間延長することで、水と有機物を活動条件とするメタン生成

菌の活動を押さえ、二酸化炭素の約 28倍の温室効果をもたらすメタンガス発生を減少させる

ことができます。その削減分が J－クレジットとして認証、販売されます。 

なお、株式会社 Rev0では、今後 2025年１月頃に J-クレジット制度認証委員会でのモニタ

リング認証を経て、Jクレジット販売開始となる予定です。 

J―クレジット制度及び水稲栽培の中干し期間延長について 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

「Hiroshima FOOD BATON」（食のイノベーション推進事業）とは 

＜取材連絡先＞ 

■ Fair-Farm Credit の取組に関すること 

株式会社 Rev0 代表取締役  本多 正樹【masaki.honda@rev0.co.jp】 

■ Hiroshima FOOD BATON（食のイノベーション推進事業）に関すること 

広島県農林水産局販売・連携推進課 課長 諫山 俊之【電話: 082-513-3582】 

 

 

 

 

・農水産事業者と多様な業種の企業の皆様が連携し、広島の誇る新商品やサービスの提供

など、新たなビジネスを創発する取組を進めることにより、農業経営体の稼ぐ力を高め

る取組です。 

・新規事業立ち上げのノウハウを有する合同会社ＭＨＤＦと一緒に、新たなビジネスにつ

ながるニーズの発掘や事業構想の作成、農業経営体と企業のマッチングなど、プロジェ

クトの立ち上げを支援しています。 

・また、採択プロジェクトに対しては、実行計画に基づく新たなビジネスの実現に向け

て、専門家による課題解決や現地実証に係る経費を支援しています。 

・令和６年４月 30日から６月 30日まで、本事業に関心がある農水産業者や事業者を対象

に令和６年度の募集を行いました。10月上旬に令和６年度（第３期）採択プロジェクトを

発表予定です。 

専用サイト 
（https://www.hiroshima-ouen.com/hiroshima-foodbaton/）  

https://www.hiroshima-ouen.com/hiroshima-foodbaton/


 

 

 

 

株式会社 Rev0 

 

 

広島県安芸高田市の農家が取り組むフェアトレード J-クレジット 

「Fair-Farm Credit」が J-クレジット制度に登録！ 

「地域から日本の食の未来に還元する J-クレジット」の販売予約をスタート！ 

 

 

株式会社 Rev0（ヨミ：レボ、本社：広島県安芸高田市、代表取締役社長：本多正樹、以下「当社」）

が 2023年より取り組む J-クレジット創出プロジェクトが、2024 年 8 月 22 日（木）に開催され

た第 61 回 J-クレジット制度認証委員会において正式に登録されましたことをお知らせいたします。 

当該プロジェクトは、広島県の中山間地域である安芸高田市において、農業経営体の稼ぐ力を高

め、地域から日本の食の未来を守ることを目的に農家が主体となって実施しております。 

本取組は水稲栽培のプロセスである中干しを一定期間延長することでメタンガスの排出を抑制

し、その抑制量を J-クレジットとして販売するものであり、水稲栽培における中干延長を通じた J-

クレジットの承認・登録は、広島県内では初の事例となります。 

今後は2025年１月頃に J-クレジット制度認証委員会でのモニタリング認証を経て、Jクレジット

の販売を開始する予定となります。販売のご予約を承っておりますので、J-クレジット購入に関心の

ある企業の皆様はお問い合わせいただきますようお願いします。 

 

■中干延長を通じた J-クレジットについて 

J-クレジット制度は、日本政府が運営する温室効果ガス排出削減量をクレジット化する制度です。

クレジットは、森林の適切な管理や、 省エネルギー設備の導入などによって実現された CO2 の削

減量を認証するもので、企業や個人が購入することで、自らの排出量をオフセット（相殺）すること

ができます。 

中干しは水稲栽培におけるプロセスの一つであり、稲作の生育期間中に、出穂前に一度水田の水

を抜いて田面を乾かすことで、 過剰な分げつを防止し、成長を制御する作業を示します。この作業

を 7 日間延長することにより、水と有機物を活動条件とするメタン生成菌の活動を抑え、 二酸化

炭素の 28 倍もの温室効果をもたらすメタンガスの発生を減少させることができます。その削減分

が J-クレジットとして認証、販売されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社 Rev0 プレスリリース 



 

■当社の解決したい課題・目指すゴール 

 

 

当社代表は広島県安芸高田市で、約 50ha の水稲栽培を中心とした農業法人を経営しておりま

す。農林水産省の発表によると、2020 年時点で全国の農家数は約 175 万戸に減少しており、こ

れは 20 年前と比較すると約 56%の減少となります。特に中山間地域を多く抱える広島県におい

ては、この問題は深刻な課題となっています。 

この減少は、新規就農者の数を上回る高齢農家の引退によるものであり、その根底には、農産物

の価格や収益の不安定さ、すなわち経済的な不安定さによる後継者不足が関係していると私は考

えています。 

加えて、自然環境の変化に伴う作物への影響も、無視できない課題となっています。事実として、

近年の地球温暖化の影響により、全国的に稲の収穫量の減少が見られ、品質に影響を及ぼす白未

熟粒の発生や米粒が白く濁るなどの高温障害も各地で報告されています。 

 このような課題に対応するためには、地域における新規就農者の増加を促進し、農業の環境的価

値を高めることが重要と考えています。そしてこの度、環境価値の創出を通じて農家の稼ぐ力を高

め、地域から日本の食の未来を守るという信念のもと、株式会社 Rev0、そして意欲ある農家でつ

くる脱炭素協議会である Net-Zero Farmers（ヨミ：ネットゼロファーマーズ）を設立いたしました。 

 

■当社の強み・他社との違い 

2023 年 3 月に中干し延長を通じた J-クレジットの方法論が確立されて以来、複数の企業様が

この手法による J-クレジットの創出に取り組まれています。 

当社では、以下の 2点を重視し、取組に参加する農業経営体および J-クレジットの購入を検討さ

れる企業様が安心してクレジットを創出・販売できる仕組みを構築しております。 

 

■中干し延長による収量低下リスクを低減する「水稲生産者 FIRST」の視点での取り組み 

 当社の強みは、「水稲生産者 FIRST」の視点で支援を行い、多くの農業経営体の収益力向上に貢

献できる仕組みにあります。 



 

 

 中干し延長による J-クレジット創出は多くの農家にとって魅力的ですが、土壌の水分不足に伴う

稲の生育不良や収量低下のリスクを孕みます。具体的には、中干し延長による反収低下額は平均

3.4万円/haとなり、中干し延長のクレジット収益を受け取ったとしても、水稲生産者は平均して約

2.2 万円/ha 損する可能性があります（当社試算）。このことから、農家の新たな収入源として中干

し延長を実施するには、収益メリットの出る圃場の目利きや中干し期間における技術的支援など、

適切な対応が肝要といえます。 

 当社では、豊富な経験を持つスタッフを中心に、広島県西部農業技術指導所様や JA全農ひろしま

様、JA ひろしま様など、水稲栽培に関する専門機関と連携し、試験圃場でのテストを通じて中干し

延長を行う各圃場の特性に応じた指導方法の研究を進めております。 

 例えば、JA 全農ひろしま様や JA ひろしま様、広島県西部農業技術指導所様との研究では「適切

な中干し開始タイミングの見極め調査」を実施しております。この調査では、早晩性の異なる品種を

使用し、通常の中干し期間を基準として前後7日間および後 14日間の延長を行い、品種の早晩性

や中干し期間の違いが稲に与える影響を調査しています。 

 

JA全農ひろしま様等による、試験圃場での作業風景。 

写真は中干し延長前に水田から発生するメタンガスを採取・観測している様子。 



 

 また、広島県西部農業技術指導所様との研究では「土壌の質の見極め調査」を実施しております。

これは、同じ期間中干し延長を行った際、排水性の良し悪しや土壌の分類、さらに品種等の条件の

違いが稲の生育にどのような影響を与えるかを調査するものです。 

 

広島県西部農業技術指導所様による、試験圃場での調査風景。写真は中干延長試験後に稲の生育状況を確認している様子。 

 

 これらの調査結果をもとに、中干し延長に低リスクで取り組める条件を定式化することで、農業経

営者が安心して事業に取り組める環境の整備を進めております。これにより、多くの農業経営体の

持続可能性に貢献する J-クレジット制度の実現を目指します。 

 

■スタッフと農家の密な連携を通じた「生産者の顔が見える」安心なクレジット 

 本取り組みでは、当社スタッフと事業に参加する農家の日々の現場でのコミュニケーションを通じ

て、クレジット承認に必要となる各種情報の収集やトラブル対応を行っています。 

 
当社スタッフによる圃場見回りの様子。作物障害のリスクを回避しながら中干し延長を実施するためにも、農家との密なコミュニケ

ーションは欠かせない。 

 

 加えて、各圃場には、遠方の水田の水位をアプリで一括確認できる水位計を計 50 台導入してお

ります（farmo 社製）。これにより、中干し延長期間中の不正な給水を防止するだけでなく、アプリ

の異常検知機能を活用することで、迅速なトラブル対応が可能となります。 



 

水位計の設置風景。アプリでは水位変化をリアルタイムに確認することができるため、中干し延長が不正なく、適切に実施されてい

ることを担保できる。 

 

 これらの取り組みは通常のクレジット創出に比べて手間がかかりますが、その分、作物障害や不正

のリスクを低減し、安心して購入いただけるクレジットを提供することができます。 

 

■R6 年度参加の農業経営体 

本年度は、広島県内の 8 つの農業経営体と共に中干し延長事業を推進し、計 1,382 万円

（307ha分）の J-クレジット創出を見込んでおります。 

 

【R6 年度参加の農業経営体一覧（順不同）】 

株式会社ハラダファーム本多（安芸高田市） 

株式会社恵（世羅町） 

株式会社雄飛会（安芸高田市） 

株式会社今桐ファーム（安芸高田市） 

株式会社ヒロマサ（安芸高田市） 

出張農園（安芸高田市） 

山本農園（安芸高田市） 

小早川農園（安芸高田市） 

農事組合法人殿垣内（庄原市） 

 

■今後の展望 

直近では、本年度の実績を通じて、広島県内のその他農業経営体の皆様に事業趣旨とその効果

をご理解いただき、中干し延長事業のさらなる拡大を図り、県内農業経営体の収益向上に貢献する

ことを目指しております。 

将来的には、この事業を通じて実証・構築された仕組みをモデルケースとし、広島県近隣エリアへ

の事業展開を進めることで、日本各地で食の未来に貢献する農業経営体を創出することを、一つの

目標としています。 

さらに、中干し延長事業にとどまらず、有機栽培やバイオ炭の導入など、温室効果ガスの削減に



資する栽培方法の採用を通じて、新たな J-クレジットの創出に挑戦し、事業の幅を広げてまいりま

す。 

冒頭でも触れました通り、全国的に農業従事者の減少が続いております。私をはじめ当社のスタ

ッフと地域が一丸となり、人々の生活に欠かせない「食」を支える農業を次世代へと継承していくた

め、これからも誠心誠意取り組んでまいります。 

 

 

■メンバープロフィール 

本多 正樹（ほんだ まさき） 

株式会社 Rev0 代表取締役社長/株式会社ハラダファーム本多 代表取締役 

 
広島県安芸高田市で約 50haの水稲栽培を中心に農業法人を経営しています。 

安芸高田市高宮町酒米部会役員、安芸高田市農業法人協議会の会長、JA 広島北部ひろほく農

考会の会長等を歴任し、地域の農業者の稼ぐ力の向上につとめてきました。 

昨年度からは広島県 seed box DX実証農場として協力する等、これまでの農業の枠に囚われ

ない新しい事業モデルの創出に携わっています。 

そんな中、農業経営体として主体的に新たな価値の創出事業を興すべく、2023 年 4 月に株式

会社 Rev0というスタートアップを創業しました。 

 

田島 あゆみ（たしま あゆみ） 

株式会社 rev0 マネージャー/田島牧場 牧場長 

 
広島県安芸高田市で乳用牛 40頭ほどを飼育している酪農家です。 

前職は農林水産省の畜産担当職員として、飼料、牛乳乳製品、肉の消費拡大、食育などを担当し

ました。 

年々関心が高まっている環境問題ですが、農業分野での取組はまだまだ多くありません。 

環境負荷低減に取り組む農業者仲間の力になれればと思い、株式会社Rev0でお仕事をさせて

いただくこととなりました。 

当社では、J-クレジットの登録から販売に係る機関との調整や各種事務作業を担当いたします。 

 

 

 

 

 



出張 一樹 

株式会社 rev0 フィールドアドバイザー/出張農園 代表 

 
広島県安芸高田市で水稲 10haを耕作している農家です。 

前職では、（現）JAひろしまの職員の課長職として水稲の営農指導を担当しておりました。 

同じ農業者として農家の収入増につながりつつ、地球環境の保全活動につながればと思い、株

式会社 Rev0に参画しました。 

当社ではフィールドアドバイザーとして、中干延長の技術サポートを担当いたします。 

 

■ 会社概要（本プログラム事務局） 

社名 ： 株式会社 Rev0 

住所 ： 〒739-1805 広島県安芸高田市高宮町原田 1679  

設立 ： 2023年 3月 

代表 ： 本多 正樹  

URL ： https://net-zero-farmers.com/ 

事業内容 ： 農業による温室効果ガスの削減を通じた J-クレジットの創出・販売 

 

 

 

 

 

＜本件に関する報道関係者のお問い合わせ先＞ 

株式会社 Rev0 広報担当 メール：masaki.honda@rev0.co.jp 

 

 

https://net-zero-farmers.com/
https://net-zero-farmers.com/
https://net-zero-farmers.com/
mailto:masaki.honda@rev0.co.jp

